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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　屋内側に型枠パネルを配置した鉄筋の屋外側に、断熱パネルを、セパレータにより支持
する断熱パネル支持工と、
　前記断熱パネルの屋外側に、空隙を設けて、支保工材を構築する支保工と、
　前記空隙に断熱パネル押え材を詰めて挿入する押え材挿入工と、
　前記鉄筋にコンクリートを流し込むことによりコンクリート躯体を形成するコンクリー
ト躯体形成工と、
　前記支保工材、前記断熱パネル押え材、及び前記型枠パネルを、前記コンクリート躯体
から撤去する撤去工と、
　を備えたことを特徴とする鉄筋コンクリート建物外壁構造体の構築工法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は鉄筋コンクリート建物外壁構造体の構築工法に関し、特に、住宅のコンクリー
ト外壁の型枠施工に関する。
【背景技術】
【０００２】
　外断熱工法は、コンクリート躯体の外側に断熱材を配置する断熱工法である。欧米では
、コンクリート建造物の標準的な断熱工法としてドイツ・北欧を中心に使用されていた。
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日本では内断熱工法が標準的に使用されてきたが、近年、外断熱工法への注目が高まって
いる（http://www.glass-fiber.net/naidannetu/3.html）。
　（Ｐ１）コンクリート断熱工法の場合、コンクリートを合板で組んだ型枠の間に打ち、
その型枠を外した後、断熱材を張っている。
　（Ｐ２）これに対し、型枠兼用断熱材の発明として、特許文献１、２に示す通り、断熱
材兼用型枠パネルが屋外側及び屋内側の両面に対して施工されるものが提案されている。
【特許文献１】特開２００５－３４４５０１号公報
【特許文献２】特開２００４－３６３３３号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　しかしながら、従来のコンクリート断熱工法Ｐ１、Ｐ２では、次のような不都合（１）
～（２）があり、未だ十分ではない。
　（１）前記従来のコンクリート断熱工法（Ｐ１）では、型枠に使用した型枠パネルは、
その後、２箇所或いは３箇所の現場での使用が限度であって、実質的に、再利用が困難で
あった。又、工程数も多い為、コスト高となる。
　（２）コンクリート断熱工法（Ｐ２）はコストが非常に高く、また、型枠を外す工程が
ない為、コンクリートの打設にジャンカ等の不具合が起きていても、視認できないという
欠点を持つ。特許文献１は、支保工のための下地材の施工が煩雑であり、再利用が困難で
ある。特許文献２は、断熱材が型枠としての構造力を必要とするため、断熱材と外装材が
一体となっており、高価で、設計の自由度が少なくなる。
【課題を解決するための手段】
【０００４】
　本発明は上述の課題に鑑みなされたものであり、本発明は、屋外側に向かって、断熱パ
ネル、断熱パネル押え材、支保工材を配置することで、コンクリート躯体形成時に断熱パ
ネル押え材及び支保工材がコンクリートと接触しないようにした発明である。即ち、本発
明は、屋内側に型枠パネルを配置した鉄筋の屋外側に、断熱パネルを、セパレータにより
支持する断熱パネル支持工と、前記断熱パネルの屋外側に、空隙を設けて、支保工材を構
築する支保工と、前記空隙に断熱パネル押え材を詰めて挿入する押え材挿入工と、前記鉄
筋にコンクリートを流し込むことによりコンクリート躯体を形成するコンクリート躯体形
成工と、前記支保工材、前記断熱パネル押え材、及び、前記型枠パネルを、前記コンクリ
ート躯体から撤去する撤去工、を備えたことを特徴とする鉄筋コンクリート建物外壁構造
体の構築工法とする。
【０００５】
　断熱パネル支持工において、断熱材の材質は特に限定されないが、押出法ポリスチレン
フォーム等を採用できる。
【０００６】
　支保工の支保工材としては、縦パイプと横パイプで縦横に締結具で固定される構成が挙
げられる。
【０００７】
　押え材挿入工において、支保工材と断熱パネルの間に上から隙間に対して押え材を埋め
込み、収める。この押え材としては、特に、材質等は限定されないが、例えば、縦材、縦
パネル等が挙げられ、それらを組み合わせても使用してもよい。縦材は角材等が挙げられ
る。縦パネルとしては、例えば、ベニア合板に角材を組み合わせてパネルとしたもの等が
挙げられる。断熱パネルが押出法ポリスチレンフォーム等の場合には、角部は応力が集中
し破損するおそれがあるため、角材を複数個用いて、Ｌ字形に組み、角部で堅固に押さえ
つけることが好ましい。建物の外壁の角部およびピッチの変わる位置には縦角材、それ以
外は、縦パネルを用いてもよい。押え材は、１本ずつ挿入してもよいし、複数本同時に挿
入してもよい。
【発明の効果】
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【０００８】
　（１）本発明による押え材及び支保工材は、コンクリート躯体形成後、撤去されてから
、何回でも現場で再利用ができ、無駄がない。又、本発明は、高い技術がいらず、工程数
も少なく、小人数で設置作業も簡単且つ合理的に施工できることで、建築費のコストダウ
ンが可能となる。
　（２）本発明による断熱材は型枠兼用で使用し、且つ、支保工が簡易である。
　（３）本発明の断熱材が型枠としての構造力を必要としないため、安価な断熱材を採用
できる。
　（４）本発明の撤去工により、前記型枠パネルが撤去されるため、ジャンカ等の不具合
が起きていても視認できる。
　（５）本発明の支保工材がコンクリートと接触しておらず、支保工材を解体することで
、すぐに外すことが可能で、連続した工事も可能である。
　（６）本発明の押え材は建物の一層分の長さで十分であるので、最低１、２人がいれば
工事が可能である。
【発明を実施するための最良の形態】
【０００９】
　本発明の鉄筋コンクリート建物外壁構造体の構築工法を住宅建築に適用した、実施形態
１の鉄筋コンクリート建物外壁構造体の構築工法について図１乃至図４を参照し説明する
。
【００１０】
　（Ａ）断熱パネル支持工
　図１（ａ）に示す通り、型枠パネル１の屋外側の鉄筋スペース２に鉄筋（図示略）を配
置し、型枠パネル１に直交してセパレータ３を取り付け、図１（ｂ）に示す通り、鉄筋（
図示略）の屋外側に、型枠パネル１と平行に断熱パネル４を鉄筋スペース２を空けてセパ
レータ３により取り付ける。型枠パネル１は、コンクリートパネル或いは合板パネル（ベ
ニア等）が挙げられる。セパレータ３は、直線形状の締結具であって、型枠パネル１の主
面に直交する鉄棒３ａと、型枠パネル１を押える押え具３ｂ，３ｃと、断熱パネル４の屋
内側表面を押える押え具３ｄと、断熱パネル４を貫通し押え具３ｄに同軸状にねじこまれ
る断熱パネル止具３ｅと、を備える。断熱パネル４は、押出法ポリスチレンフォーム等の
樹脂発泡体からなる厚み５０ｍｍのパネルが例示される。
　（Ｂ）支保工
　図１（ｃ）に示す通り、断熱パネル４の屋外側に、縦鋼管５、横鋼管６及び締結具７（
図３参照）から構成される支保工材を用いて支保工を施工し、断熱パネル４と横鋼管６と
の間に空隙８を形成する。その際、添え木（図示略）を何本か断熱パネル４と横鋼管６と
の間に挿入し空隙８の厚みを確保する。
　（Ｃ）押え材挿入工
　図２、図３及び図４（ａ）に示す通り、空隙８に断熱パネル押え角材９を詰め込むよう
に、縦方向に上方から挿入してゆく。図２では挿入の様子を分りやすくするため、横鋼管
６を点線で示し、縦鋼管５及び締結具７の図示を略す。
　断熱パネル押え角材９としては、一層分の長さ（例えば、３メートル程度）以上であっ
て、横断面積が、例えば、２５mm×５０mm等の角木材を採用する。空隙８は、断熱パネル
押え角材９が挿入しやすいように、嵌め込み寸法よりも多少、厚みを大きくしてあり、挿
入作業完了後は、最終的には縦鋼管５、横鋼管６、締結具７を調整して締結する。縦鋼管
５は断熱パネル押え角材９の中間部に位置することで断熱パネル４と平行な方向に断熱パ
ネル押さえ角材９がずれないように保持し、横鋼管６は屋外側から屋内側に対して横方向
から断熱パネル押え角材９の屋外側面を保持する。
　なお、断熱パネル押え角材９を１箇所に施工したら、ほかの場所も同様に支保工を設置
し、押え材挿入工を繰り返し行うことが好ましい。
　（Ｄ）躯体形成工
　鉄筋スペース２にコンクリートを流し込むことによりコンクリート躯体１０（図４（ｂ
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）参照）を形成する。
　（Ｅ）撤去工
　型枠パネル１、セパレータ３、縦鋼管５及び横鋼管６、断熱パネル押え角材９をコンク
リート躯体１０から撤去し、図４（ｂ）に示す施工完了状態とする。ただし、セパレータ
３のうち、コンクリート躯体１０の部分のものは残置され、他の構成が撤去される。
　（Ｆ）その他
　１階建住宅の施工は、１層分の施工で終了する。２階建住宅の施工の場合には、１階の
施工と同様の施工を２階についても行う。
【００１１】
　以上説明した実施形態１によれば、次の効果がある。
　（１）型枠パネル１、セパレータ３、縦鋼管５、横鋼管６、断熱パネル押え角材９は、
コンクリート躯体形成後、撤去されるので、セパレータ３、縦鋼管５、横鋼管６、断熱パ
ネル押え角材９は、何回でも現場で再利用ができ、効率的であり、環境保全等に対して有
利である。実施形態１は、高い技術が不要で、工程数も少なく、小人数で設置作業も簡単
且つ合理的に施工できることで、建築費のコストダウンが可能となる。
　（２）断熱パネル４は型枠兼用で使用し、且つ、縦鋼管５及び横鋼管６の支保工が簡易
である。
　（３）断熱パネル４が型枠としての構造力を必要としないため、安価な断熱材を採用で
きる。
　（４）撤去工により、型枠パネル１が撤去されるため、ジャンカ等の不具合が起きてい
ても視認できる。
　（５）縦鋼管５、横鋼管６及び締結具７の支保工材、及び空隙８がコンクリートと接触
しておらず、支保工材及び断熱パネル押え角材９を解体することで、すぐに外すことが可
能で、連続した工事も可能である。
【００１２】
　次に本発明実施形態２の鉄筋コンクリート建物外壁構造体の構築工法を図５乃至７を参
照して説明する。実施形態２は実施形態１の（Ｃ）押え材挿入工を変更したものであり、
他の工程は同様であるので、共通する説明は割愛する。
　（Ｃ）押え材挿入工
　図５乃至図７に示す通り、角部については、実施形態１と同様に断熱パネル押え角材９
を詰め込み、平面部については、例えば、幅が２５０ｍｍ（合板の両端に４０ｍｍ×４０
ｍｍの角材をつけたもの）のタテ枠パネル（例えば、ベニア合板と棧木から構成される木
材パネル）である断熱パネル押えパネル９´を詰め込む（図５及び図６参照）。断熱パネ
ル４が押出法ポリスチレンフォーム等の樹脂発泡体で強度が弱い場合、破損しやすいので
、角部についてはＬ字形状に断熱パネル押え角材９を詰め込む（図７参照）。この角材９
の本数は図示に限定されず、適宜数を選択できる。断熱パネル押えパネル９´はコストを
勘案すると木材が最適であり、重量的に軽く作業が容易である。
　断熱パネル押えパネル９´を採用することで、実施形態１よりも詰め込む時間を短縮で
き、作業工程が簡素化する。
【００１３】
　尚、本発明の実施の形態は、上述の実施形態に何ら限定されるものではなく、本発明の
技術的範囲に属する限り種々の形態を採り得ることはいうまでもない。例えば、当然のこ
とながら、実施形態の一部要素の組合せの変更、一部の要素の交換、一部の要素の削除等
もできる。実施形態１又は実施形態２に対し他の要素を組み合わせてもよい。
【図面の簡単な説明】
【００１４】
【図１】（ａ）は本発明実施形態１の鉄筋コンクリート建物外壁構造体の構築工法におけ
る、断熱パネル支持工の前段階として行われる、鉄筋と型枠パネルを形成する鉄筋工の施
工後の状態を示す平面断面図、（ｂ）は同断熱パネル支持工の施工後の状態を示す平面断
面図、（ｃ）は同支保工の施工後の状態を示す平面断面図である。
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【図２】同押え材挿入工の様子を示す斜視図である。
【図３】同押え材挿入工の施工後の状態を示す正面図である。
【図４】（ａ）は同押え材挿入工の施工後の状態を示す平面断面図、（ｂ）は同撤去工の
後の状態（鉄筋は図示略）を示す平面断面図である。
【図５】本発明実施形態２の鉄筋コンクリート建物外壁構造体の構築方法における、押え
材挿入工の後の状態を示す平面断面図である。
【図６】同押え材挿入工の後における、平面部の状態を示す正面図である。
【図７】同押え材挿入工の後における、角部の状態を示す平面断面図である。
【符号の説明】
【００１５】
１…型枠パネル　２…鉄筋スペース　３…セパレータ　３ａ…棒状金具　３ｂ…押え具
３ｃ…押え具　３ｄ…押え具　３ｅ…断熱パネル止具　４…断熱パネル　５…縦鋼管
６…横鋼管　７…締結具　８…空隙　９…断熱パネル押え角材　１０…コンクリート躯体
９’…断熱パネル押えパネル

【図１】 【図２】
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【図５】 【図６】
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【図７】
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